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済委員会（ECAFE: UN Economic Commission for 
Asia and Pacific）とアジア海域沿岸鉱物資源共同探
査調整委員会（CCOP: Committee for Co-ordination 
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99　松井，前掲論文，33頁。ICJ（International Court of 
Justice，国際司法裁判所）がノルウェー漁業事件判決
（1951年）で提起した考えに基づくもので，ある領域権
原の主張が一貫した長年の慣行と他国による反対の欠如
の結果として凝固し，すべての国に対して対抗可能とな
るとする考えである。この理論に対しては学説上の批判
があるだけでなく，ICJ 自身も後のカメルーン・ナイジェ
リア領土海洋境界事件本案判決（2002年）では，これに
対して消極的な態度を取ったと松井は説明する。
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相手国と話し合うことが，自らの立場の正当性を損なう
ことでないことも当然である。（中略）外交交渉に不可
欠な譲歩や妥協が難しい問題であるからこそ，『棚上げ』
が紛争解決の選択肢となりうるのである」栗山，前掲論
文，７頁。
105　外務省ホームページ「ポジション・ペーパー：尖閣
諸島をめぐる日中関係」
　http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/senkaku/position_
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步经略海洋 推动海洋强国建设」
　http://www.chinanews.com/gn/2013/07-31/5108322.
shtml　2014年８月10日閲覧。
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2203.pdf　2013年12月３日閲覧。
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